
雲南市行財政改革実施計画　新旧比較表

基本施策 H27-R1 R2-R6 所管課 備考

推進項目 取り組み 推進項目 取り組み

A Ⅰ 1 市政懇談会、まちづくり懇談会
の実施

Ⅰ 1 市政懇談会、まちづくり懇談会
の実施

情報政策課

2 出前講座「ふるさとづくり講
座」の実施

2 出前講座「ふるさとづくり講
座」の実施

情報政策課

3 市報「うんなん」の充実 3 市報「うんなん」の充実 情報政策課

4 ホームページにおける情報提供 4 ホームページにおける情報提供 情報政策課

5 パブリックコメント制度の活用 5 パブリックコメント制度の活用 情報政策課

6 財政状況の積極的な公開 6 財政状況の積極的な公開 財政課

7 防災情報の効果的な発信 防災安全課 新規
（デジタル同報無線整備）

Ⅱ 市政への市民参加を進めま
す。

1 男女共同参画の推進 人権推進室 新規

Ⅱ 1 まちづくりグループの育成及び
NPO法人の設立促進

Ⅲ 1 まちづくりグループの育成及び
NPO法人の設立促進

地域振興課

2 地域自主組織の活動支援 2 地域自主組織の活動支援 地域振興課

3 交流センターの運営支援 3 交流センターの機能向上 地域振興課 変更（取組名）

4 地域防災の推進 防災安全課 新規
（地区防災計画の策定）

B Ⅰ 1 番号制度（マイナンバー）の導
入及び活用

Ⅰ 1 個人番号（マイナンバー）制度
の活用

政策推進課
市民生活課

変更

2 個人番号カードの普及促進 政策推進課
市民生活課

新規
（カード普及）

Ⅱ 公共施設のサービス向上を
図ります。

1 公の施設の見直し実施 行財政改革推進室 基本施策、推進項目を移行

Ⅲ Ⅲ 1 事務事業等の外部委託の推進 行財政改革推進室 新規

1 公立保育所保育業務の民間委託 2 公立保育所、保育業務の民間委
託

子ども政策課

C Ⅰ 1 税等の収納率の維持・向上 Ⅰ 1 税等の収納率の維持 債権管理対策課 変更（取組名）

2 使用料等の収納率の維持・向上 2 使用料等の収納率の維持・向上 債権管理対策課

3 産業振興による企業誘致 3 産業振興による企業誘致 商工振興課

4 基金の有効活用と整理統合 4 基金の有効活用と整理統合 財政課

5 ふるさと納税制度の普及・推進 政策推進課 新規

6 企業版ふるさと納税制度の推進 政策推進課 新規

7 広告募集等新たな財源確保 行財政改革推進室 新規
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市民との情報の共有を図り
ます。

市民活動を支援します。

市民サービスの質を高めま
す。

市民と行政との協働
によるまちづくりを
進めます。

市民との情報の共有を図り
ます。

市民活動を支援します。

市民サービスの質を高めま
す。

外部委託を進めます。

市民本位の視点で
サービスを見直しま
す。

市税等の歳入を確保しま
す。

適正な財源確保に努
め、将来に向けて継
続可能な財政運営を
行います。

外部委託を進めます。

市税等の歳入を確保しま
す。



基本施策 H27-R1 R2-R6 所管課 備考

推進項目 取り組み 推進項目 取り組み

Ⅱ 1 手数料の適正化 Ⅱ 1 手数料の適正化 市民生活課

2 施設使用料及び減免規定の見直
し

2 施設使用料及び減免規定の見直
し

行財政改革推進室

3 市営住宅駐車場の有料化 3 市営住宅駐車場の有料化 建築住宅課

4 上下水道使用料の見直し 4 水道料金の見直し 上下水道部総務課 変更
（上、下水道に取組を分割）

5 下水道使用料の見直し 上下水道部総務課 変更
（上、下水道に取組を分割）

Ⅲ 1 財政健全化法に係る財政指標の
適正化

Ⅲ 1 財政健全化法に係る財政指数の
適正化

財政課 変更（取組名）

2 内部留保資金の効率的運用によ
る地方債借入の抑制

2 内部留保資金の効率的運用によ
る地方債借入の抑制

上下水道部総務課

Ⅳ 1 人件費の抑制 Ⅳ 1 人件費の抑制 人事課

2 新たな入札方式の導入と手続き
の合理化

2 新たな入札方式の導入と手続き
の合理化

管財課

3 事務所衛生基準規則による室温
設定の実施

3 事務所衛生基準規則による室温
設定の実施

管財課

4 公用車保有台数等の適正化 4 公用車保有台数の適正化 管財課

5 未利用市有地等の処分の推進 5 未利用市有地等の処分の推進 管財課

6 市有施設の有効活用の推進 長寿障がい福祉課 終了

Ⅴ 施策、事業及び補助金等を
見直します。

1 補助金の交付基準の策定と見直
し

Ⅴ 施策、事業及び補助金等を
見直します。

1 補助金の交付基準の策定と見直
し

財政課

Ⅵ 1 特別会計の整理統合 Ⅵ 1 特別会計の整理統合 財政課

2 繰出基準の策定 2 繰出基準の策定 財政課

3 簡易水道事業会計から上水道事
業への移行

上下水道部総務課 終了

4 雲南市立病院の経営健全化への
適切な繰出

3 雲南市立病院の経営健全化 健康づくり政策課
病院事業部総務課

変更（取組名）

5 水道事業の経営健全化 4 水道事業の経営健全化 上下水道部総務課

5 下水道事業の公営企業会計化 上下水道部総務課 新規

D Ⅰ 1 定員管理の適正化 Ⅰ 1 定員管理の適正化 人事課

2 長時間労働の是正、時間外勤務
の縮減

人事課 新規

2 組織の再編 3 組織機構の再編 行財政改革推進室 変更（取組名）

3 非常備消防組織の見直し 4 非常備消防組織の見直し 防災安全課

4 選挙体制の見直し 5 選挙体制の見直し 選挙管理委員会

適正な財源確保に努
め、将来に向けて継
続可能な財政運営を
行います。

受益者負担の適正化を進め
ます。

地方債の借入を抑制しま
す。

内部管理経費を徹底して削
減します。

公営企業及び特別会計の健
全化を図ります。

組織機構の見直しと定員管
理の適正化を進めます。

時代の変化に対応で
きる行政の仕組みを
つくります。

受益者負担の適正化を進め
ます。

地方債の借入を抑制しま
す。

内部管理経費を徹底して削
減します。

公営企業及び特別会計の健
全化を図ります。

組織機構の見直しと定員管
理の適正化を進めます。



基本施策 H27-R1 R2-R6 所管課 備考

推進項目 取り組み 推進項目 取り組み

Ⅱ 給与制度を見直します。 1 給与制度の見直し Ⅱ 給与制度を見直します。 1 給与制度の見直し 人事課

Ⅲ Ⅲ 1 公共施設等総合管理計画に基づ
く市有施設の適正化

行財政改革推進室 基本施策、推進項目を移行

1 学校及び幼稚園の統廃合の検討 2 学校及び幼稚園の適正配置 教育総務課 変更（取組名）

2 通学バス利用者の適用基準等の
統一

3 通学バス利用者の適用基準の統
一

教育総務課

3 学校給食施設の見直し 教育総務課 終了

Ⅳ 1 広域行政のあり方の検討 Ⅳ 1 広域行政のあり方の検討 政策推進課

2 広域処理事務の見直し 2 広域処理事務の見直し 政策推進課

Ⅴ 1 「しまね電子申請サービス」の
活用

Ⅴ 1 しまね電子申請サービスの活用 情報システム課

2 システム更新の検討 2 システム更新の検討 情報システム課

3 ペーパレス会議の導入 3 庁内会議の効率化 総務課 変更

4 公共データの公開と利活用の推
進

情報政策課 新規

5 ICTを活用した電子自治体の推進 行財政改革推進室 新規

Ⅵ 1 エネルギー使用の合理化 Ⅵ 1 エネルギー使用の合理化 環境政策課

2 権限移譲の推進 2 権限移譲の推進 行財政改革推進室

3 消費者行政の推進 3 消費者行政の推進 市民生活課

E Ⅰ 市民に信頼される職員をめ
ざします。

1 職員研修の実施 Ⅰ 市民に信頼される職員をめ
ざします。

1 職員研修の実施 人事課

Ⅱ 接遇日本一をめざします。 1 職員の接遇向上 Ⅱ 接遇日本一をめざします。 1 職員の接遇向上 人事課

Ⅲ 課題に柔軟に対応できる人
事制度をつくります。

1 自己申告書や人事評価制度の活
用による職員配置

Ⅲ 課題に柔軟に対応できる人
事制度をつくります。

1 自己申告書や人事評価制度の活
用による職員配置

人事課

Ⅳ 1 職員提案制度の見直し Ⅳ 1 職員提案制度の見直し 行財政改革推進室

2 職場環境改善の推進 人事課 新規

5 21 54 22 65

新規 13

終了 3

1

分割 1

風通しのよい職場環境をつ
くります。

行政課題に迅速に対
応し、市民に信頼さ
れる職員をめざしま
す。

その他

時代の変化に対応で
きる行政の仕組みを
つくります。

公共施設の適正配置に向け
た見直しを進めます。

広域行政への取り組みを進
めます。

電子市役所への取り組みを
進めます。

基本施策、推進項目間移行

風通しのよい職場環境をつ
くります。

公共施設の適正配置に向け
た見直しを進めます。

広域行政への取り組みを進
めます。

電子市役所への取り組みを
進めます。

その他


